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○平成１３年４月から施行された家電リサイクル法は施行後７年が経過し、概ね定着。

○平成１８年６月より産構審、中環審の合同会合において、家電リサイクル制度の見直しについて議論。本年２月に

報告書をとりまとめ。

○これを受け、液晶・プラズマテレビと衣類乾燥機の対象品目への追加や再商品化率の見直し等を実施するため、

家電リサイクル法の施行令等を改正する予定。

家電リサイクルの流れ

排 出 者
適正な引渡し
収集・再商品化等に関する費用の支払い

排
出

引 取 義 務
①自らが過去に小売りした対象機器

②買換えの際に引取りを求められた対象機器

引渡義務

小売業者

市
町
村
等

収
集
・
運
搬

製造業者、輸入業者
リサイクル料金（あるメーカーの例）
エアコン：2,625円
ブラウン管テレビ（15型以下）：1,785円
冷蔵庫・冷凍庫（170L以下）：3,780円
洗濯機：2，520円

指定
法人

市
町
村
等

再
商
品
化
等

引 取 義 務
①義務者不存在等 自らが過去に製造・輸入した対象機器
②中小業者の委託

実施状況の
監視

管理票
（マニフェスト）

制度による確実
な運搬の確保

再商品化等基準に従った再商品化等実施義務

指定引取場所 交付・回付

指定引取場所３８０箇所
再商品化工場４８箇所
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再商品化率の推移

エアコン ブラウン管式テレビ 冷蔵庫・冷凍庫 洗濯機
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エアコン ブラウン管式テレビ 冷蔵庫・冷凍庫 洗濯機

合計

8,307

10,104 10,437
11,184

11,599 11,589 12,017

家電リサイクル法



２００５年１月１日から
本格施行

［進捗］
○預託台数実績（平成20年3月累計）

新車新規登録時 1，857万台
車検時 6，304万台
引取時 594万台

○ シュレッダーダストとエアバッグ類
については、リサイクルの数値目標
が予め設定されている。平成19年度
の実績は、全体として目標を達成。

※法定リサイクル率
シュレッダーダスト平成27年～：70％

平成22年～：50％
平成17年～：30％

エアバッグ類 85％
※リサイクル率（平成19年度実績）
シュレッダーダスト：64.2～78.0%

エアバッグ類 ：92.0～94.7%

○不法投棄・不適正保管の車両は施行前
の22万台（平成16年9月）から、2.2万台
（平成20年3月）にまで減少。

計 約8,755万台

○平成１７年１月に完全施行された自動車リサイクル法は施行後３年半が経過し、安定的な施行がなされているところ。

○法附則第１３条の見直し規定（施行後５年以内）に基づき、見直しのための検討開始。

自動車リサイクル法
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○品目別・業種別廃棄物処理・リサイクルガイドラインは、事業者の自主的な取組を促進することを目的として、

事業者が廃棄物処理・リサイクルとして取り組むべき事項を整理したものであり、平成２年に初めて策定。

○その後、本ガイドラインは、８度の改訂を経る中で対象品目・業種の拡大を図るほか、品目別・業種別の取り

組み内容の充実を検討。

平成２年１２月 ガイドライン策定
◇品目別１５ （紙、ガラスびん、スチール缶、アルミ缶、プラスチック、自動車、自転車、家電製品、スプリング入りマットレス、

大型家具、カーペット、布団、乾電池、カセットボンベ、エアゾール缶）
◇業種別１０ （鉄鋼業、紙・パルプ製造業、化学工業、板ガラス製造業、繊維工業、非鉄金属精錬業、電気事業、自動車製造業、

半導体製造業、石油精製業）

平成１３年７月 改訂
◇品目追加 （建設資材、浴槽及び浴室ユニット、システムキッチン、携帯電話・ＰＨＳ、蛍光管等、自動販売機、レンズ付フィルム）

※品目別には、有害物質の使用削減、数値目標の拡充・強化を含む３Ｒへの取り組みを強化。
◇業種追加 （自動車部品製造業）・・・自動車製造業から分離

※業種別には、最終処分量の削減率の見直しなど、ガイドラインの充実・強化を実施。

平成１５年９月 改訂
◇自動車や家電製品などの設計・製造段階での３Ｒへの配慮及び取り組みの公表方法の具体化を図る。

平成１８年１０月 見直し及び改訂
◇品目別、業種別における有用金属に関する３Ｒへの配慮及び取り組み状況を明確化。

適宜改訂、見直し等を実施

産業構造審議会廃棄物処理・リサイクルガイドライン

ガイドラインの要旨

ガイドラインの策定・改定等経緯
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1. 紙 古紙利用率 62％ [H22年度]

2. ガラスびん カレット利用率 91％ [H22年度]

3. スチール缶 リサイクル率85％以上維持

4. アルミ缶 回収・再資源化率 85％以上維持

5. プラスチック PETﾎﾞﾄﾙ回収率 80％以上 [H26年度]

6. 自動車 リサイクル率 85％ [H14年～H26年]

7. オートバイ リサイクル率 85％ [H14年～H26年]

8. タイヤ リサイクル率 90％以上 [H17年]

9. 自転車 リサイクル可能率 67％

10. 家電製品
再商品化率 ｴｱｺﾝ 60％，ﾃﾚﾋﾞ 55％，

冷蔵庫50％，洗濯機50％

11. ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞﾏｯﾄﾚｽ ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑ構築に向け検討中

12. ｵﾌｨｽ家具 3Rの推進に向けた具体的方策を検討中

13. カーペット 工程内発生屑 H13年度比20％減[H18年度]

14. 布団 工程内原材料くず 4.5％～4％以下に削減

15. 乾電池・ﾎﾞﾀﾝ電池 回収箱を6,000個作成・配布

16. 小形二次電池
再資源化率
小形ｼｰﾙ鉛蓄電池 50％，ﾆｶﾄﾞ電池 60%，
ﾆｯｹﾙ水素電池 55％，ﾘﾁｳﾑ二次電池 30％

17. バッテリー ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑの再構築に向けた検討の実施

18. カセットボンベ 中身残留缶対策の実施

19. エアゾール缶 中身残留缶対策の実施

20. 小形ガスボンベ 適正処理のための広報の実施

21. 消火器 回収率 60％ [H17年度]

22. ぱちんこ遊技機
ﾏﾃﾘｱﾙﾘｻｲｸﾙ目標率 55％ [H17年度]

（ぱちんこ遊技機及び回胴式遊技機）

23. ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
及びその周辺機器

再資源化率 [H15年度]
ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ型 50％，ﾉｰﾄﾌﾞｯｸ型 20％
CRTﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ 55％，LCDﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ 55％

24. 複写機 共同回収システムの拡大を検討中

25. ガス・石油機器 アセスメントガイドラインの見直し

26. 繊維製品 ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑ構築に向け検討中

27. 潤滑油 分別方法を検討し、ﾘｻｲｸﾙの効率化を図る

28. 電線 配電線のﾘｻｲｸﾙ向上に向けた取組実施

29. 建設資材 塩ﾋﾞ管継手の受入拠点の拡充

30. 浴槽及び浴室ﾕﾆｯﾄ 材料情報の提供方法等について検討中

31. システムキッチン 材質表示方法等について検討中

32. 携帯電話・PHS 回収・ﾘｻｲｸﾙ目標値の設定を検討中

33. 蛍光灯等 小形・高効率化、長寿命化開発の実施

34. 自動販売機 用管理物質を定め使用状況の把握を行う

35. ﾚﾝｽﾞ付きﾌｨﾙﾑ 回収の促進に向けた取組を実施

品目別ガイドライン 取組状況一覧 【目標及び今後の取組】



1. 鉄鋼業 最終処分量をH10年度比でH22年度に50％削減

2. 紙・パルプ製造業 最終処分量をH10年度比でH22年度に57％削減

3. 化学工業 最終処分量をH10年度比でH22年度に75％削減

4. 板ガラス製造業 最終処分量をH10年度比でH22年度に42％削減

5. 繊維工業 汚泥等の減量化に向け、中間処理の強化・リサイクル用途拡大を促進する。

6. 非鉄金属製造業
最終処分量削減目標（H10年度比、H22年度目標）
日本鉱業協会：37％，日本伸銅協会：76％，日本ｱﾙﾐﾆｳﾑ協会：14％，
日本ｱﾙﾐﾆｳﾑ合金協会：10％，日本電線工業会：50％

7. 電気事業 H22年度最終処分率をH16年度と同程度に維持（H16年度最終処分率：約8％）

8. 自動車製造業 最終処分量をH10年度比でH22年度に87％削減

9. 自動車部品製造業 生産工程から生じる廃棄物の最終処分量をH2年度比でH22年度までに96％削減

10. 電子・電気機器製造業 最終処分量をH15年度比でH22年度に5％削減

11. 石油精製業 最終処分量をH2年度比でH22年度に67％削減

12. 流通業
包装材使用量をH12年比でH22年に25％削減

レジ袋使用量をH12年度比でH22年度に35％削減

13. リース業 製品の処理実態等を把握し、効率的なﾘｻｲｸﾙ等の推進するため、問題点の解決に向け検討中

14. セメント製造業 セメント1トン当たりの廃棄物・副産物利用量のH22年度目標を400kgとする。

15. ゴム製品製造業 最終処分量をH13年度比でH22年度に45％以上削減

16. 石炭鉱業 最終処分量をH10年度比で80％以上削減

17. ガス業 最終処分量をH10年度比でH22年度に25％削減

18. 工場生産住宅製造業 生産段階廃棄物発生量をH13年度比でH22年度に80％以上削減 6

業種別ガイドライン 取組状況一覧 【目標及び今後の取組】
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○企業間での情報共有ルールの整備などモデル的取組を支援。

○具体的には、モデルとなるサプライチェーングループを対象に、専門家による診断・カイゼ
ン、指導等を行うとともに、企業間での情報流通・開示ルールの整備を支援。優良事例を
公表し、スリムで国際競争力のあるサプライチェーンの構築を推進。

○２０年度予算２.３億円。２０プロジェクトを採択。

設計・生産管理の専門家による診断
（定性・定量分析）

経
済
産
業
省

委託

申込み

製品事業者

部品製造事業者

素材事業者

受
託
先 改善方法提案（目標設定・個別改善策）

成果評価・公表（定量分析）

サプライチェーングループ

リデュース対策の実施リデュース対策の実施

サプライチェーン省資源化連携促進事業

概要

イメージ
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○製造プロセスにおける廃棄物となるエネルギーコスト、廃棄物処理コスト等を物量単位と金額単位で測定する
システム。→廃棄物・排出物の正確な原価を算定し、マテリアルコスト、エネルギーコストを削減する手法。

○環境管理会計（企業の内部管理に特化した環境会計）の主要手法。

環境調和型の企業経営を推進するためのツールであり、環境価値の視覚化に有効な「環境管理会
計」について、マテリアルフローコスト会計を中心に、モデル事業やセミナー等の開催を通じて、普
及促進を実施。

Ｈ11年度 Ｈ12年度 Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度 Ｈ18年度 Ｈ19年度 Ｈ20年度

環境管理会
計ワーク
ブック（２００
２）

環境管理会計の調査

ＭＦＣＡの基礎調査

環境管理会計の普及研究

大企業・中小企業向け
ＭＦＣＡ導入実証事業

セミナー・研修会・導入実証事業の
実施、ＭＦＣＡ導入ガイドライン・

事例集の作成 等

ＭＦＣＡの普及活動と
活用手法研究

環境管理会計プロジェクト（平成１１年度～）①

事業概要・目的

MFCA（マテリアルフローコスト会計）について～Material  Flow Cost Accounting~

環境管理会計プロジェクトの推移
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〈原因〉マテリアルロスの２／３が

レンズの荒研削工程で発生。

〈対策・効果〉原材料メーカーの協力の

もとニアーシェイプ（肉厚の薄いレンズ）

を採用。研削量８０％削減。

キヤノンのレンズ加工工程

〈原因〉売上高に占める環境対応コスト（産廃原価等）が営業
利益にほぼ相当。エレクトロニクス用粘着テープの生産工程
では負の製品３２％。
〈対策・効果〉生産設備（７億円）の導入などにより、２００４年に
負の製品１０％削減。

田辺三菱製薬の医薬品製造工程

〈原因〉溶媒の廃液焼却処理コストが大

（廃棄物処理コストの８割）。

〈対策・効果〉焼却処理を微生物活性汚

泥処理に変更。

設備投資額約６，６００万円／年をほぼ

１年で回収等。

省エネ効果は約３，３００万円／年（ＣＯ２換算で２，３２８ｔ/年）。

▲2004年 焼却処理施設を撤去

日東電工の粘着テープの生産工程

←セパレータ

←粘着材

← 基材

粘着テープ【３層構造】

１００％１００％１００％合計

１０％２２％３２％負の製品

９０％７８％６８％正の製品

２００８

（目標）
２００４２００１

改善実績と目標

320

1,280

製品の原価合計1,600

営業利益500

販売管理費400

売上利益900

負の製品原価（ロスコスト）

正の製品原価

売上2,500

MFCAをベースにしたP/L（単位：千円）

（不明）

500営業利益

400販売管理費

900売上利益

（不明）

1,600良品(製品)の原価

2,500売上

伝統的原価計算のP/L（単位：千円）

インプット
(100kg)

原材料費1,000円
加工費 600円

アウトプット
製品１個 (80kg)
原材料費1,600円生産プロセス

（20kg）
原材料費 200円
加工費 120円
合計 320円

廃棄物

アウトプット
（正の製品）
製品 １個(80kg)
原材料費 800円
加工費 480円
合計 1,280円

インプット

(100kg)
原材料費1,000円
加工費 600円
合計 1,600円

生産プロセス

負の製品

通常の原価計算

ＭＦＣＡ

伝統的な原価
計算では構造的に
見落とされる

環境管理会計プロジェクト（平成１１年度～）②

MFCAの概要図

MFCAの取組事例
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○2007年５月に安倍前総理が「美しい星５０」
の中で、『京都議定書の目標達成に向けた
国民運動の展開』を提案。

○国民運動展開のためには、それを支援する
環境調和ビジネス推進のための地域の関係
者間の連携が不可欠であるが、多くの地域で
は、コーディネーターの不在、企業における
ビジネスノウハウや人材の不足、消費者の環
境意識の不足等により、このような連携体制
が未確立。

○さらに、国民運動の実効性を高めるため、そ
れを支援する環境調和ビジネスの持続可能
性及びフィージビリティが必要。

ＮＰＯ、企業等の地域における環境調和ビジネスの関係者が一体と

なって、具体的な推進計画に基づき、京都議定書の目標達成のため

の国民運動を支える環境調和ビジネスを行う場合に、当該取り組み

を効果的・戦略的に支援する実証事業。

＜目標：ねらい＞
安倍前総理が提唱した『京都議定書の目標達成に向けた国民運動』を

支援する環境調和ビジネスの地域展開支援

＜事業主体＞
ＮＰＯ、企業等

＜国民運動支援ビジネスの実例＞
公共交通機関の活用や省エネ家電への買い替え、エコポイント制度を活

用した環境配慮行動の推進 等

＜採択要件＞
○「私のチャレンジ宣言」の中のチェック項目の奨励
○エコポイント制度等、消費者の環境配慮行動の効果的なインセンティブ

を与える手法導入

○持続可能かつフィージブルな内容であること等

＜支援内容＞
エクスパート派遣、調査費、会議費、インターンシップ等の経費、セミナー

等開催費、広告費等の支援（定額補助）

北
海
道

東
北

関
東

中
部

近
畿

中
国

四
国

九
州

沖
縄

計

申請
団体数

7 3 1
6 3 7 4 1 9 1 51

ヒアリン
グ件数

5 3 7 3 5 3 0 4 1 31

採択
件数

3 2 2 1 1 1 0 2 1 13

環境負荷低減国民運動支援ビジネス推進事業（平成２０年度～）

環境問題の現状と課題

平成２０年度申請・ヒアリング・採択件数

事業の概要



11

従来型の「製品販売を前提としたビジネス」と比較して、製品（もしくは機能）
の所有・提供形態が変わることにより、製造・使用等におけるエネルギー・資
源使用量削減のインセンティブが生み出され、高い環境負荷低減効果が期
待される「サービス（機能）提供型のビジネス」。

松下電工では、事業者向けに蛍光灯を販売せずに
機能「あかり」を提供する事業を展開。蛍光灯は同社
が所有し、一定の「あかり」提供を保証するとともに、
使用済み蛍光灯の適正なリサイクルを実施。

環境負荷削減効果
○適切な回収・リサイクルが担保されることで廃棄物の回収
率向上・適正処理の推進など環境負荷低減にも貢献。

○サービス会社によっては、あかり安心サービスとともに、省
エネ型の機器導入や省エネコンサルティングサービスも提
供しているため、CO2排出量の削減にも効果。

利用者の経済的メリット
○管理コスト低減 ・コストの平準化 ・コストの適正把握。

【事例】あかり安心サービス

①－１
サービス提供
者によるモノの

所有･管理
契約形態を変更
することにより、
製品をライフサイ
クルで管理し、環
境負荷を削減す

る。

①－２
利用者のモノ
の管理高度
化・有効利用
維持管理・更新
のデザインと技
術により、製品
の長寿命化を図
りサービス提供

を持続拡大

①－３
モノの共有化
所有を共有化す
ることにより、製
品ストックの減少
（資源消費の削

減）を図る

②－１
サービスによる
モノの代替化（Ｉ
Ｔによる脱物質

化)
資源を情報・知
識・労働により

サービスに代替さ
せ、資源消費に
伴う負荷削減を

図る

②－２
サービス高度

化・高付加価値
化

サービスの効率
を図ったり、さら
に付加価値を付
けてサービスに
付随する環境負

荷を削減

＜具体例＞

■製品レンタ
ル・リース

■洗濯機の
Pay per Use

■製品のテイ
クバック

＜具体例＞

■中古製品や部品の
買取・販売

■修理・リフォーム
■アップグレード
■点検・メンテナンス

＜具体例＞

■カーシェ
アリング

■農機具の
共同利用

＜具体例＞

■デジタル画
像管理

■音楽配信

＜具体例＞

■廃棄物処理
コーディ
ネート

■ＥＳＣＯ事業

グリーン・サービサイジング

①マテリアル・サービス
（モノが主）

②ノンマテリアル・サービス
（サービスが主）

グリーン・サービサイジング事業（平成１７年度～）

グリーン・サービサイジングとは
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○エコタウン事業は、地域の産業蓄積等を活かした環境産業の振興を通じた地域振興、及び
地域の独自性を踏まえた廃棄物の発生抑制・リサイクル推進を通じた資源循環型経済社会
の構築を目的として、既存の枠にとらわれない先進的な環境調和型まちづくりを実現する
ために、地方自治体が主体となり、地域住民、地域産業と連携して取り組むもの。

○平成9年度に制度創設以来、現在まで26地域を承認、国の助成（補助金）により整備された
リサイクル関連施設は62施設。なお、国からの補助金制度は平成17年度をもって廃止。

リサイクルビジネスの拠点づくり

エコタウン事業

エコタウンプランの承認実績（平成２０年１１月現在）

・平成９年度：長野県飯田市、川崎市、北九州市、岐阜県

・平成10年度：福岡県大牟田市、札幌市、千葉県・千葉市

・平成11年度：秋田県、宮城県鶯沢町

・平成12年度：北海道、広島県、高知県高知市、熊本県水俣市

・平成13年度：山口県、香川県直島町

・平成14年度：富山県富山市、青森県

・平成15年度：兵庫県、東京都、岡山県

・平成16年度：岩手県釜石市、愛知県、

三重県鈴鹿市

・平成17年度：大阪府、三重県四日市市、

愛媛県

（以上２６地域）



愛媛県
【平成18年1月20

日承認】

三重県四日市市 【平成17年9月16日承認】
・廃プラスチック高度利用・リサイクル施設
（経）

岡山県【平成16年3月29日承認】
・木質系廃棄物炭化リサイクル施設（経）

青森県【平成14年12月25日承認】
・焼却灰･ホタテ貝殻リサイクル施設（経）
・溶融飛灰リサイクル施設（経）

岐阜県【平成9年7月10日承認】
・廃タイヤ、ゴムリサイクル施設(経）
・ペットボトルリサイクル施設（経）
・廃プラスチックリサイクル（ペレット化）施設（経）
・廃プラスチックリサイクル（製品製造）施設（経）

長野県飯田市 【平成9年7月10日承認】
・ペットボトルリサイクル施設（経）
・古紙再生施設（経）

札幌市【平成10年9月10日承認】
・廃ペットボトルフレーク化施設（経）・廃ペットボトルシート化施設（経）
・廃プラスチック油化施設（経）

川崎市【平成9年7月10日承認】
・廃プラスチック高炉還元施設（経）
・難再生古紙リサイクル施設（経）
・廃プラスチック製コンクリート型枠用パネル製造施設（経）
・廃プラスチックアンモニア原料化施設（経）
・ペットtoペットリサイクル施設（経）

熊本県水俣市 【平成13年2月6日承認】
・びんのリユース、リサイクル施設（経）
・廃プラスチック複合再生樹脂リサイクル
施設（経）

宮城県鶯沢町 【平成11年11月12日承認】
・家電製品リサイクル施設（経）

広島県【平成12年12月13日承認】
・ＲＤＦ発電、灰溶融施設（経－新エネ、環－廃）
・ポリエステル混紡衣料品リサイクル施設（経）

北海道【平成12年6月30日承認】
・家電リサイクル施設（経）
・その他紙製容器包装リサイクル施設（経）

福岡県大牟田市【平成10年7月3日承認】
・RDF発電施設（経－新エネ、環－廃）
・使用済み紙おむつリサイクル施設（経）

山口県【平成13年5月29日承認】
・ごみ焼却灰のセメント原料化施設（経）

秋田県【平成11年11月12日承認】
・家電製品リサイクル施設（経）
・非鉄金属回収施設（経）
・廃プラスチック利用新建材製造施設（経）
・石炭灰・廃プラスチックリサイクル施設（経）

兵庫県【平成15年４月25日承認】
・廃タイヤガス化リサイクル施設（環）

千葉県・千葉市【平成11年1月25日承認】
・エコセメント製造施設（経）
・直接溶融施設（環－廃）
・メタン発酵ガス化施設（環）
・廃木材・廃プラスチックリサイクル施設（経）
・高純度メタル・プラスチックリサイクル施設（経）
・貝殻リサイクル施設（経）
・塩ビ系廃棄物リサイクル施設（環）
・建設系廃内装材のマテリアルリサイクル施設（環）

東京都【平成15年10月27日承認】
・建設混合廃棄物の高度選別リサイクル施設（環）

経・・・経済産業省エコタウン補助金

経－新・・・経済産業省新エネ
補助金

環・・・環境省エコタウン補助金

環－廃・・・環境省廃棄物処理施設整
備補助金

岩手県釜石市【平成16年８月13日承認】
・水産加工廃棄物リサイクル施設（経）

三重県鈴鹿市【平成16年10月29日承認】
・塗装汚泥堆肥化施設（経）

愛知県【平成16年9月28日承認】
・ニッケルリサイクル施設（経） ・原料廃ゴム（未加硫廃ゴム）

・低環境負荷・高付加価値マット製 マテリアルリサイクル施設（経）
造施設（経）
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北九州市【平成9年7月10日承認】
・ペットボトルリサイクル施設（経） ・家電製品リサイクル施設（経）
・ＯＡ機器リサイクル施設（経） ・自動車リサイクル施設（経）
・蛍光管リサイクル施設（経） ・廃木材･廃プラスチック製建築資材製造施設（経）

・製鉄用フォーミング抑制剤製造施設（経）

高知県高知市【平成12年12月13日承認】
・発泡スチロールリサイクル施設（経）

香川県直島町 【平成14年3月28日承認】
・溶融飛灰再資源化施設（経）
・有価金属リサイクル施設（経－新エネ）

大阪府【平成17年7月28日承認】
・亜臨界水反応を用いた廃棄物再資源
化施設（環）

富山県富山市 【平成14年5月17日承認】
・ハイブリッド型廃プラスチックリサイクル施設（経）
・木質系廃棄物リサイクル施設（環）
・廃合成ゴム高付加価値リサイクル施設（経）
・難処理繊維及び混合廃プラスチックリサイクル施設（経）

平成２０年１１月現在・２6地域

エコタウン事業の承認地域マップ


